
【記載例】

参考様式第４号（表面） （日本産業規格Ａ列４）

1 地方公共団体名 厚生県

2 事業所の名称及び所在地

3 活動状況（国内）

取扱

096 5 人 10 人 人日 人日 1 人 6 件 5 件 件 人日 人日

027 2 人 5 人 人日 人日 2 人 5 件 3 件 件 人日 人日

083 1 人 3 人 人日 人日 人 2 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

人 人 人日 人日 人 件 件 件 人日 人日

8 人 18 人 0 人日 0 人日 3 人 13 件 8 件 0 件 0 人日 0 人日

取扱

096 1 人 0 人

027 0 人 1 人

083 0 人 0 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 人 1 人

4 活動状況（国外）（相手国別・総計）

取扱

人 人 人 件 件 件

人 人 人 件 件 件

人 人 人 件 件 件

人 人 人 件 件 件

人 人 人 件 件 件

人 人 人 件 件 件

0 人 0 人 0 人 0 件 0 件 0 件

4 活動状況（国外）（相手国別・総計）

取扱

不　明

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

0 人 0 人

5 職業紹介の業務に従事する者の数

人

令和 年 月 日

厚生労働大臣　殿 ⑨ 氏名 印

相手国

無期雇用
（6ヶ月以内／解雇除く）

離　職 不　明

日　　雇
就職延数

臨　　時
就職延数

相手国

⑧　離　職
無期雇用

（6ヶ月以内／解雇除く）

④　　離　　職

施策名
業務等の区分

⑤　求　人 ⑥　求　職

有効求
職者数

計

新規求職
申込件数

求人数
有　効
求人数

常　  用
就職件数

無期雇用

計

項目

それ以外

〇〇人材確保支援事業

096 清掃・洗浄作業員

027 その他の医療・看護・保健の専門的職業

083 貨物自動車運転の職業

⑦　就　職

それ以外の
就職件数

無期雇用
就職件数

新規求職
申込件数

業務等の区分

宮崎県　宮崎市　橘通東3丁目１番22号
厚生県　労働人材センター無料職業紹介所

特定地方公共団体無料職業紹介事業報告書

項目 ①　　　求　　　　人 ②　　求　　職

施策名

有効求
職者数

③　　　就　　　　職

有　効
求人数

求　人　数
臨時求 日雇求
人延数 人延数

常　用
求人数

ｓ

業務等の区分
施策名

096 清掃・洗浄作業員

027 その他の医療・看護・保健の専門的職業

083 貨物自動車運転の職業

項目

厚生県　厚生県知事　労働　太郎

3

計

項目

離　職
施策名

業務等の区分

計

令和8年4月30日までにご提出のご協力を宜しくお願いいたします。

【求人数】

報告対象期間中に、新たに受理した求人件数

を計上してください。同じ方から複数回受理

した場合は、それぞれ計上すること

【施策名・取扱業務等の区分】

・施策名ごとに記載

・欄外へ、※取扱業務等の区分コードを

記載（職種名が小さくて読めない場合）

※枠を広げていただく等、加工可能

【求人・就職欄の、「人日」の考え方】

一の求人につき、短時間であっても1人

が1日を超えない場合は1人日、2日にま

たがる場合は2人日とする（例えば、50

日間の雇用期間で2人の求人があった

場合は50×2で100人日となる）

【求職】

一人の求職者について希望業務

（区分）が複数ある場合、求職

者の希望する優先順位が高いも

の１つに計上すること

【求人・就職】

常用…4ヵ月以上の期間を定めて雇用されるものまたは期間の定

めなく雇用されるもの

常用（それ以外）…4ヵ月以上の雇用であり、無期雇用でないも

の（期間を定めて雇用されるもの）

臨時…1ヵ月以上4ヵ月未満の期間を定めて雇用されるもの

日雇…1ヵ月未満の期間を定めて雇用されるもの

【離職欄】

取扱業務等の区分は、プルダウンより
選択

・施策名ごとに記載

・前年度（R６.４.1～Ｒ７.3.31）の

常用就職者数のうち、無期雇用就職を

した人が調査対象となる

・無期雇用就職をした人のうち、6ヶ

月以内に離職したかどうかの確認を、

雇用主（就職した先）に対して行うこ

と

退職したか不明である場合は,不明に計

上

取扱地域に日本国外を届出ている場合で、実績がある場合に記入

【報告書記入の留意点】

●「職業紹介」にかかる実績報告ですので、単なる就業相談や求人情報

の提供については、計上しない

当該報告書へ計上すべきものは、職業紹介所が実際に求人・求職の受理

をした件数及びあっせんの結果として就職に至った件数を計上

※求人数には、職業紹介事業所として自ら受理した求人のみ計上するこ

と

※ハローワークより求人情報提供を受けたのみであれば計上不要

● 民営職業紹介事業者への完全業務委託にて、その事業が実施されて

いる場合（地方公共団体自身が職業紹介事業を全く実施していない場

合）には、実績なしとして提出

● 民営職業紹介事業者への一部業務委託にて、その事業が実施されて

いる場合には、その内容に応じて、地方公共団体自身が実際に求人・求

職の受理をした件数及びあっせんの結果として就職に至った件数のみを

計上すること

職業紹介責任者も含む

【有効求人数・有効求職者数】

3月末時点で、充足（就職）しておらず、且つ、有効期間内であ

る求人票、求職票の人数を計上すること

取扱地域に日本国外を届出ている場合で、Ｒ7に国外にわたる職業紹

介の無期就職実績がある場合に記入（※取扱業務等の区分、及び相手

国名はプルダウンより選択)


